
【令和２年８月 24日 中央労使協働委員会資料】 

令和２年９月８日 

総務部行財政改革推進課 

令和２年度ワーク・ライフ・マネジメントの推進 

１ 令和元年度ワーク・ライフ・マネジメントの検証 

令和元年度の実績について、時間外勤務時間数や超長時間勤務者数など、い

ずれの項目も平成 25年度実績に比べて改善しており、５年間の取組の成果は一

定見られるものの、取組最終年度における全庁目標を達成することはできませ

んでした。 

令和元年度は、突発的な行政ニーズが例年より多く発生したことで、時間外

勤務時間数や超長時間勤務者数が前年度実績より増加しており、年休取得時間

数は減少しています。 

今後も、時間外勤務時間数や超長時間勤務者数など、達成できなかった目標

を継続的に掲げつつ、部局長をはじめとする管理職員がリーダーシップを発揮

することで、職員一人ひとりがより主体的に取り組むことができるよう、ワー

ク・ライフ・マネジメントのめざす姿を改めて共有するとともに、推進項目や

ツールを重点化して取り組む必要があります。 

ワーク・マネジメントの推進 
ライフ・マネジメント 

支援の推進 

時間外勤務時間数 超長時間勤務者数 年休取得時間数 

令和元年度実績 196時間 158人 107時間 

（
比
較
） 

元年度目標 154時間 （＋27.3％） 118人 （＋33.9％） 115時間 （▲8 時間） 

30年度実績 180時間 （＋8.9％） 141人 （＋12.1％） 112時間 （▲5 時間） 

25年度実績 221時間 （▲11.3％） 394人 （▲59.9％） 101時間 （＋6 時間） 

ライフ・マネジメント支援の推進 
男性職員の 

育児参加休暇取得率 
男性職員の 

育児休業取得率 
夏季休暇取得率 

令和元年度実績 
98.75％ 

（79/80人） 
32.50％ 

（26/80人）
98.7％ 

(

比
較) 

30年度実績 93.33％ 
（84/90人） 

（＋5.42） 36.67％ 
（33/90人）

（▲4.17） 98.7％ （±0.0） 

25年度実績 83.70％ 
（77/92人）

（＋15.05） 13.04％ 
（12/92人）

（＋19.46） － 

意識・組織風土改革の推進 

日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケートにおける満足度 

職場の雰囲気 個人のＷＬＭ実現 

令和元年度実績 3.19 2.72 

（比較) 30年度実績 3.35 （▲0.16） 2.81 （▲0.09） 

※「超長時間勤務者数」は、年間時間外勤務時間が 500時間を超える職員数 
※各部局の実績は３ページ以降のとおり 
※令和元年度の「男性職員の育児参加休暇取得率」における未取得者１名については、
令和２年度において育児参加休暇を取得しているため、取得率は実質 100％となる。 
８ページ別表４において同じ。 
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２ 令和２年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標の状況 
 

（１）意識・組織風土改革に関する目標の状況 

「日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケート」（ＷＬＭに関する項目）

の満足度の全庁目標は、別表１のとおりです。 
 
【別表１】 

 

（２）ワーク・マネジメントの推進に関する部局目標の状況 

令和２年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた時間外勤務時

間数、超長時間勤務者数にかかる各部局の目標は、別表２のとおりです。な

お、全庁目標は以下のとおりです。 

 

 

 

【別表２】時間外勤務時間（1人あたり）、超長時間勤務者数の目標 

※時間外勤務手当支給対象者（国等への派遣職員を除く。） 

 時間外勤務時間（時間、％） 

令和２年
度目標 

昨年度 
実績 

昨年度 
実績比 

25年度 
実績 

対25年度 
実績比 

防災対策部 350 365 ▲4% 417  ▲16% 

戦略企画部 200 209 ▲4% 232  ▲14% 

総務部 90 105 ▲14% 130  ▲31% 

医療保健部 193 218 ▲11% 179  +8% 

子ども・福祉部 205 223 ▲8% 209 ▲2% 

環境生活部 199 199 ±0 293  ▲32% 

地域連携部 149 173 ▲14% 157  ▲5% 

農林水産部 129 170 ▲24% 184  ▲30% 

雇用経済部 170 170 ±0 284  ▲40% 

県土整備部 232 237 ▲2% 306  ▲24% 

出納局 70 79 ▲11% 43  +63% 

企業庁 155 185 ▲16% 174  ▲11% 

病院事業庁（県立病院課） 167 157 +6% 264  ▲37% 

項  目 令和２年度目標  昨年度実績  

「ワーク」も「ライフ」も充実させていこう

とする雰囲気がある 
3.19 3.19 

「ワーク」も「ライフ」も充実した働き方、

生き方ができている 
2.72 2.72 

時間外勤務実績 ：令和６年度時点  H25 実績から 30％削減（154時間） 

超長時間勤務者数：令和６年度時点 超長時間勤務者数０人 
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教育委員会事務局 221 234 ▲6% 241  ▲8% 

人事委員会事務局 133 133 ±0 72  +85% 

監査委員事務局 110 75 ＋53% 152  ▲28% 

労働委員会事務局 90 120 ▲25% 7  ＋1186% 

海区漁業調整委員会 21 2  +950%  0  皆増 

※時間外勤務時間の令和２年度目標は、時間外勤務命令の上限規制における特例業

務以外の業務にかかる目標として設定 

  

 

 超長時間勤務者数（人、％） 

令和２年
度目標 

昨年度 
実績 

対昨年度
比 

25年度 
実績 

対 25年
度比 

防災対策部 4 6 ▲33% 28 ▲86% 

戦略企画部 0 2 皆減 7 皆減 

総務部 0 2 皆減 20 皆減 

医療保健部 18 27 ▲33% 25 ▲28% 

子ども・福祉部 32 40 ▲20% 37 ▲14% 

環境生活部 0 1 皆減 34 皆減 

地域連携部 0 13 皆減 5 皆減 

農林水産部 0 10 皆減 27 皆減 

雇用経済部 0 4 皆減 44 皆減 

県土整備部 22 43 ▲49% 153 ▲86% 

出納局 0 0 － 0 － 

企業庁 0 3 － 1 皆減 

病院事業庁（県立病院課） 0 0 － 1 皆減 

教育委員会事務局 0 7 皆減 12 皆減 

人事委員会事務局 0 0 － 0 － 

監査委員事務局 0 0 － 0 － 

労働委員会事務局 0 0 － 0 － 

海区漁業調整委員会 0 0 － 0 － 

 
＜参考＞各部局の目標の積み上げ 

時間外勤務時間 ：178時間（対 25年度実績比▲19%、対令和元年度実績比▲9%） 

超長時間勤務者数：76人（対 25年度実績比▲81%、対令和元年度実績比▲52%） 
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（３）ライフ・マネジメント支援の推進に関する部局目標の状況 

令和２年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標のうち、

年休取得日数の各部局目標については、別表３のとおりです。なお、全庁目

標は令和６年度時点で 15日（≒115時間）以上です。 

また、男性職員の育児参加休暇および育児休業の取得率の全庁目標は、別

表４のとおりです。 
 

【別表３】年休取得日数目標（1人あたり）※管理職員を含む 

 年休取得日数（日） 

令和２年
度目標 

昨年度 
実績 

25年度 
実績 

防災対策部 12 10.7 9.4 

戦略企画部 13 12.5 12.5 

総務部 15 14.3 13.4 

医療保健部 15 12.8 13.4 

子ども・福祉部 15 12.1 12.3 

環境生活部 13 12.4 10.7 

地域連携部 15 14.5 13.7 

農林水産部 15 13.7 12.5 

雇用経済部 15 13.4 10.5 

県土整備部 16.8 16.0 14.3 

出納局 15.5 15.0 15.7 

企業庁 16 15.6 16 

病院事業庁（県立病院課） 17 13.8 9.5 

教育委員会事務局 15 10.7 10.8 

人事委員会事務局 13 12.4 12.6 

監査委員事務局 15 16.1 14.2 

労働委員会事務局 18 15.1 17.2 

海区漁業調整委員会 15 15.6 13 

 

＜参考＞各部局の目標の積み上げ 

年休取得日数：15.2日（対 25年度実績＋2.2日、対令和元年度実績＋1.4 日） 

 
【別表４】男性職員の育児参加休暇および育児休業の取得率 

 ※男性職員の育児参加休暇取得率の昨年度実績を記載 

項  目 令和６年度目標 昨年度実績  

男性職員の育児参加休暇 

５日間完全取得率 
100％ ※ 98.75％ 

男性職員の育児休業取得率 50％ 32.50％ 
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３ 今後のワーク・ライフ・マネジメントの推進について 

 平成 26年度からワーク・ライフ・マネジメントに取り組んだことで、平成 25

年度実績からの一定の改善もみられることから、取組の基本的な枠組みは継承

しつつ、今年度から改めて、令和６年度に向けた全庁目標を掲げ、５年のスパ

ンで進捗管理を行っていきます。さらに、これまでの５年間の取組において、

改善が進まなかったことの要因等を総括したうえで、改めてワーク・ライフ・

マネジメントのめざす姿を共有するため、今年度は「対話」を充実させること

としており、管理職員のリーダーシップのもと、職員一人ひとりがより一層主

体的に取り組めるよう進めていきます。 

 また、昨年度から引き続き、新型コロナウイルス感染症による影響が全庁に

及んでいることから、今年度の時間外勤務に関する目標の進捗管理においては、

時間外勤務命令の上限規制における「特例業務」として扱う業務とそれ以外の

業務にかかる時間外勤務時間数をそれぞれ把握していく必要があります。加え

て、「特例業務」は性質上先送りすることが困難な業務であることをふまえ、今

後は、引き続き業務が集中する関係所属への応援体制等により平準化を図ると

ともに、「特例業務」以外の業務において今年度中の実施を見合わせるものを精

査するなど、業務見直しによる負担軽減を図り、職員の健康管理を徹底するた

め、労使協働でワーク・ライフ・マネジメントを推進していきます。 
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【参考】令和２年度４～６月時間外勤務時間数実績 

部局 

令和２年度 

４～６月実績 

令和元年度 

４～６月実績 
令和２年度 

対令和元年度 

同時期増減率 

（①／②）―１ 

（％） 

①時間外

勤務時間数

（時間） 

うち 

特例業務 

（時間）

（※） 

特例 

業務 

割合 

②時間外

勤務時間数 

（時間） 

防災対策部 47 3 6％ 83 ▲43％ 

戦略企画部 57 7 12％ 52 ＋10％ 

総務部 31 6 19％ 26 ＋19％ 

医療保健部 88 30 34％ 52 ＋70％ 

子ども・福祉部 51 3 6％ 61 ▲16％ 

環境生活部 44 1 2％ 50 ▲12％ 

地域連携部 33 2 6％ 43 ▲23％ 

農林水産部 38 2 5％ 34 ＋12％ 

雇用経済部 59 30 51％ 42 ＋40％ 

県土整備部 52 1 2％ 57 ▲9％ 

出納局 22 3 14％ 23 ▲4％ 

企業庁 38 0 ― 36 ＋6％ 

病院事業庁 

（県立病院課） 

48 0 ― 38 ＋26％ 

教育委員会事務局 48 4 8％ 55 ▲13％ 

人事委員会事務局 6 0 ― 30 ▲80％ 

監査委員事務局 34 6 18％ 21 ＋62％ 

労働委員会事務局 23 9 39％ 27 ▲15％ 

海区漁業調整委員会 0 0 ― 0 ― 

計 48 6 13％ 47 ＋2％ 

※総務事務システムにおけるデータを基にした参考値 

※時間外理由に【特例】と記載したもので抽出 
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